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はじめに

教育そして学校の在り方は，戦後，社会が復興・発展し科学が発達する仁!こIで，社会・科学の興

亡を担う基盤的問題として熱く論じられてきている。教育学が分化しとりわけ学校経営学が独立

領域として派生してきた事実はこの I~立の事情を物語る-側面である。

代表的な学校評価論者のひとり，幸田三郎氏は，学校評価を[一つのまとまりをもった教育の

ための組織体である個々の学校が，その機能を，どの程度十分に果たしているかを，教育の目的

・@襟の達成度という観点から明らかにし，その結果iζ基づき，学校が行う活動全般についての

(1) 
改善策を立てる乙とを目的として，学校の活動全体を対象として行う，客観的・総合的評価j

と定義している。学校評価をこのように把えるならば，学校の在り方を論じるi擦には学校評価が

不可欠の論拠となる。言い換えれば学校評価によって明らかにされた学校に内在する問題の解決

策が論じられて ζ そ，望ましい学校の姿が具体的lζ標務される乙とになると言えよう。

(2) 
学校評価が乙の国で論じられ始めてから， 30余年が過ぎようとしている。 しかし30余年

の歴史を有し，学校論の基盤的題目となるべき学校評価であっても，今日，乙の留においてそれ

を独立に取り出して体系的に論じた書物を見い出す乙とはできない。学校評価を扱った論稿は少

なからずあり，各地の教育研究所・センターでも学校評価の研究が進められ評価基準を発表して

(3) ^ ._~ _ ， '" ，-'-日
いる例が多い。 今日でも学校評価は教育雑誌の特集lζ組まれ，実践紹介とともに研究者によ

(4) 
る評価理論花関する論稿があがってもいる。 それゆえ今日，乙の留において学校評価論を要

求する状況が教育現場にはし可まだあると言える。

それではζの国において乙 ζ30余年間に学校評価論では何が論じられてきたのであろうか。そ

れはどのような必要性に支えられ何を目的としてきたのであろうか。乙うした事柄を明らかにす

ることは，今日改めて学校評価を論じる意義あるいは限界を見極め，今後の展望を見い出す上で

必須課題であると言える。
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一 (5)
乙のi置の学校評価lζ民iする系譜を直接詳細lζ論じた先行研究は少なく， わずかに 高野桂

(6) <" '''~ ， ...J7) 
一 ，秋山陽太郎 ， jf!ij氏にみるだけである。秋山氏は各地の評価基準に盛られた評価項目を整

理してその変遷をたどっている。高野氏は，秋山氏の研究を踏まえながら，学校経営論の展開と

の関係で評価基準の変容を分析している。両氏の研究成果は各地で多様に展開している学校評価

の動向をトータノレに把握する視点を与えたものとして高く評価されるが70年代前半のものであり，

以後 5年余が過さた今日的状抗にあって70年代の評価論をも含めた検討が必要とされよう。

そこで本論稿は，両氏の先行研究を陪まえながらも，この留の戦後から今日 iζ至る学校評価論

に見い出せる学校評1Ilfiの意義・必要性を分析し，評価の基盤となる理論的問題，評価の必要性を

決定する社会・学校の状況的問題を探ることを目的としている。呉体的な作業手続は次のように

なる。まず戦後このi去の学校評価論を時期区分して整盟し，各期の学校評価論者が時代の有する

制約のなかで何を般拠として学校評価の必要性を論じ，そこで言う学校評価が何を白的とすると

論じていたかを切らかKして，次にそうした論拠，目的をもとに各期の学校評価の特質を述べる。

そしてその諸特質から導き出される変容過程を分析することにより，今日この留における学校評

価成立のための出論的要件と今後の学校評価論の展望を考察する。

I 戦後学校評価論の展開

先lと述べたように学校評価の系譜を整理したものとして，高野論稿 (1975)と秋山論稿(1970)

がある。秋山氏は65年の以前(導入期)とo、後(反省期 e 充実期)のこj切に，高野氏は65年以前

をさらに二期(昭和20年代後半を導入期，昭和30年代前半を反省期) iζ分け， 65年前後からを第

(8) 
三WJ(P:f検討WJ)としている。 そして今日改めて70年代の学校評価の動向を見るならば" 70 

本二!Ii1'3 :r.E ー (9) 年以後の学校評価が教 1斗 iごIf~ミ共刻化の研究との関連で言われ出している乙と， そして学校評

(10) 
{illiよりも学校経営評価として研究が進められている乙と ， K.注目する必要がある。そこで70年

代を取り出して第四期「学校経営評伍J~jJ と i呼ぶことにする。
(11) 

したがって本校では乙の国の学校評価史を次の四期比分けて分析することにする。 (1)学校評価

導入期 (1949--53) (2)学校評価衰退期(1954-59) (3)学校評価再検討期(1960s ) (4)学校

経営評価期(1970-)

1. 学校評価導入期 (1949-53)

この頃は社会経済体flil]が復興の崩を見せ始め， 46年から翌年にかけて定められた憲法，教育基

本法，学校教育法i乙基づく戦後教育改革も落ち着いた時期であり，また「アメリカの機能的見地に
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よる上からの氏主的経営論がしだいに体系化にiらjかう 1I寺1VJJ (12) であった。

学校it;r{illiが乙のi草花おいて言われtUしたのは49年七iえからであるが(13) 全i五li'l守普及の端緒となっ

たのは1950(昭和25)年 7月，第四111]教育長等講習 (1FEL)農業HEが迎合軍 l司令部氏ml情報

教育同 (C1 E)のアイバン・ネルソンの指導を受けて発表した i教育の協同詳細lj-J注業教育へ

のj@JT1Jであった O 文部省はlド同E寸司ポ杓{々:Jιi

~ -'_ -? (4) 
て普及し，同年中l乙普通教育児おいて評価基準が作成されるようになったのごある。 lj筑後改

革10]の一般的状況と同じく学校評価もまたアメ 1)力からの導入であった。文部省は一層の訟bえを

i又!るために省内lζ学校三Hdli基準作成協議会(15) を設けた。 195Hr，同協議会は『中学校・両等学

校 学校評{illυ(試案).]を作成し，文部省はこれをIIIJ年のLII学校教育研究集会で紹介した。

以後，これをモデルとして各地で評価基準が作成されることになり， 1時代によって変容浮沈しな

がらも今日に至っているのである。

導入JOJの学校評価論の特質をみるために，まず 1F E L案と文部省試案で、Jiiiかれた学'校評{illiの

I~ I'!';J .意義を分析することにしよう。

(1) 第四回 IFEL農業班『教育の協同詳細』

乙乙では「教育の協同評価Jつまり学校評価の必要性を結局のところ教育の改善計画の樹立に

(16) 
認めている。 そしてより直接的には戦後教育変革の反省と近年の農業教育不振の原因究明を

意関している。したがって評価 I~l 的としては実態把握から改善計画樹立に至る一連の過程にわた

って六点が述べられるとともに，間接目的として他の学校教育諸分野に対して評価法試案の提示

(17) 
が述べられている。

乙うした目的をもった「教育の協同言f-{iIliJは「その教育のもつ理念とそれから導き出された呉

(18) 
体的な目標lζ対し，教育の結果は生徒がどの程度まで到達したかを明らか托する乙とであるJ

と定義されている。そしてこの乙とから i(教基法托おける普通的教育理念，そこから導き出さ

れる具体的教育日襟，それらが立腕する地域社会・生徒の要求の三!脅からなる)教育目的をよく

Hn解することは，教育評価の先決課題であるJ(19) と論じられている。乙乙に極めて調和的な教

育目的理解が読みとれる。評価対象Kは，乙の教育目的に基づくべき「教科課程J i教職員J随

四)
設J i教育活動jそして「教育の成果」が考えられている。

(21) 
評価方法l乙対しては自己評価法と他者評価法の二つが述べられており， より他者評価を重

壬ムー 出2)
視する方が「協同評価」の効果を高める乙とになると iill!Jしている。 i(自己評価)の結果の

凶)

良否や校外評価委員会による評価との差異等は問題ではなく，評価の過程そのものに目的があるj

と述べられているように，評価を実際行うことによる評価法の体得と改善への意欲づけという評

価にとって二義的な意義が自己評価には置かれている。一方他者評価は公正で自由な立場からの
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評価であり，その評価結果は「全教職員の自発的な教育計画改善の手slとしてj召し、られるべきも

:!1..-zc、閣
のであって，校長と教i肱員を rI子部iし，その絡イサーをする手法ては全くなし¥J という乙とが強調

されている。

このように本書で述べられた他者評価に重きを置いた学校評価は，アメ 1)力において州レベル

(均二
で発注してきていた学校評価 を鋭説的K導入したものであり，地域社会との関係で学校の在

り万を把えようとしたものであると言える。したがって，評価目的のひとつに教育委員会への資

料促示が合められている乙とと合わせて，教育行政，学校経営，地域社会が調和的図式で把えら

れていたと三えるのである。

(2) 文 部 省 叫 i学校@高等学校学校評価基準(試案)J 

当時文部省初等Lj:1等教育局長であった辻IEI力jえが本書の序で述べた刊行の意図からは，各学校

、壬士 (26) 
を一定の枠内に枠づけようとする竹二政官的発想が抗み取れる。 しかし，本論の評価呂的の記

述においては若干論旨が見なっている。そこでは「学校評価の機能は，学校教育のあらゆる分野

にわたって共体的な努力の IJ ;f~~を示すことにより，個々の学校に対し，その教育長十回や教育活動

の '~I擦を~喜朗!し改善しようとする意欲をよび起こさせ， もって，個々の学校にそのすぐれた点と

改善を泌する点とを明らかにする乙とを得させ，乙れに基づいて，個々の学校が自ら成長し!向上

(訂)
しようとするにあたって， lEしい改善の方法を示唆することにある」 と述べられており，基

準に合うことよりも基準ι至る各学校の改善過程に重きが崖かれている。この乙とから，学校評

(28) 
{!lliは|学校自体による自己評価を本体とすべきものである」 とする。したがって学校評価の

ねらいは iI;J G ，FHdliにおいて，学校が校長以下全教職員一体となり，自校の実態をあらゆる部面

にわたって望ましいは棋と対比して把握する，その過程において改善と建設への意欲が振起され

129) 
るi ことに辺かれるのである。しかし「自己評価は独善におちいりやすく，評価の根本要請

(淵 ，~-ヨ i 口 ，叫ん
である客観性を欠くおそれが少なくない」 ことかり，itJjは委員会によるチ校評価が「協同評

Liと i二 (31)
{Jili Jという j杉で去，;げされている。 。先の IFEL案では「協同評価Jが中心lζ考えられていた

(32) 
が，ここでは比較的自己主Hllil乙重きを遅いて「協同評価iζ支えられた自己評価を本体とする」

という旨がi&べられている。このよう iζ個々の学校の改善を 13的としながらも，序で述べられて
(ママ)

いた行政的評価1:-1的と 111-JIむして i教育委員会が-一--(中略)ー・・一指導上の基礎資料を得て，適確

ノーム +- /' ~ I (お)
な指導ブjを1-を立てるためにも，千]'X}Jな万法としてf久江つであろっJ と述べ，また， 乙の学校評価が

(沼) J lî~ -7". -l- '7 "7 1. J..~，~ i :_f;r.j.，.-;7:;;:: 口 ' 勺叫

学校教育全体を評価する ものである乙とから「教円委員会自体か子校評価を通して評価され

(35) 
るという面があるJ とも述べている。

以上のように文部省試案による学校評価は多角的な評価目的を有したものでありながら， [宇で

述べられた個々の目的の相互関係が不明確のまま評価万法の記述がなされている。これは，一方
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で教育理念i乙依拠して学校の在るべき姿を想定しながら，他万で行政的観点による教育管理的側

面をも合めて学校評価を構想しようとしたからであると言える。理念と現実的力関係をきり結ぶ

祝角を有していなかったのである。

このJJJjの学校評価基準は以上の二つに代表される。これらを受けてこのj切に出された t論稿のほ

とんどは先に検討した学校評価の意義@目的を認めて，文部省試案的な評価基準をいかに作成し

て学校評価をし¥かに実施していくかという問題に論点を集めている。しかし，こうした動向Kあ

って文部省試案に文、jする問題点を指摘した論稿があることは注自すべきである。前者の例である

大m~完氏の論稿(お) と後者の伊jである続有恒氏の論稿(37) Iζ述べられた学校評価鋭を比較検討し

ながら，導入JOJにおける学校評価論の特質を要約しよう。

大限氏の学校評伝li目的の担えブゴは，ほぼ文部省試案lζWJったものである。(潟 氏の論稿では目

的記述に続いて評価基準作成上の留意点iζ論が移されているが(39) それはまさに評価技術上の問

題でしかなく具体的にどう 1](:!<]!C 文、打~C; して評価領域が設定されるのかについての論及はなされな

いで終っている。

続氏が学校評1il1jの基本問題として指摘したのは，このj子r-{illi目的と評{illi領域の対応関係であった。

絞氏は論稿のHiI段で測定と評価の相異について述べ，評価とは「一つの{!lli値体系によるものの価

値の評定であるJ(制 と踏まえながら，文部省試案の言う学校評自liには前提となるべき[教育の

価値体系」が不明雄である点を批判の第一点にあげ，文部省試案では自己評価を本体であるとし

ながらも学校では改善し得ない評仰はi域すなわち教職員組織，学校施設等が設定されている点を

次に批判し，最後に学校で実施するには時間と労力の配慮のない評価項目過多を批~f-\J している。

こうした問題指摘から，続氏の学校評価観は自校改善lζ直接結び、ついた学校評価であると言える。

その意味で学校評価自体を否定するものではな l¥o しかし，続氏は問題出捕に終って具体的な学

校評価を構想するには至っていない。

両氏の学校評価観の相巽が含んでいる問題は，結局のところ学校評価が最終的lζ何を意図して

なされるのかという問題に集約できる。そして，この期の学校評価論ではその問題が理念的記述

の中で看過こされ，学校評価自体の構造化まで論が進められなかったのである。ここに，学校評

価が次の衰退W-Hζ移行する基本的要因があったと言えよう。

2. 学校評価衰退期 (1954-59)

この期は「教育三法Jの審議lζ代表される「教育政策反動化」の動きに反対して，教育運動か

活発化した時期である。この期iζf地教行法Jiζ基づいて教育公務員勤務評定が実施され，また

後の「学力テスト Jiζ発展する「学力の総合的実態調査Jが行われたのである。 58年には，小・
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仁jJ学校教育課程の大幅な改訂がなされ，指導要領は文部省告示として法的拘束力が増した。こう

した状勢と相まって学校経営論は系列分化を起こし始めていた。 (41)

この時期1，学校評価l乙直接論及したものは少なく教育調査，教育評価iζ関する論稿が!ヨにつく。

このことはHiJltJJの学校評価運動が後退して代わりに行政の立場からする調査，評価が表面化して

きたことを示している。学校評価に関する論稿は，林部一二「学校評価の方法 J (文部時報 953

(42) 
1957. 1) しか見い11¥すことができなかった。

林部氏の論稿は特集[教育評{illiをめぐってjのー傾域として発表されている。氏の論稿は学校

評価を主題としながらも長IJ泌を「組織編成・管理運営の評価j とし，前期の文部省試案と比較し

て限定的児学校評{il!i論を展開している。氏は前段で学校評価目的を記述しているが，それは文部

省【試案と!弓]}極の規定で、ある。すなわち「学校評価は，学校の目的を達成するために，学校の現状

と問題とを明らかにし，それを評価し，批判し，学校教育の進歩@改善のための計画を立てよう

とするーまとまりの仕事であるJ問。しかし，乙 ζ で注意すべき乙とは評側主体の記述が欠溶し

ている乙とである。 1 ーまとまり Jという中に含まれている内容がどのレベルまで想定されてい

るのか，そこに最大の問題がある。その問題を暖昧にしたまま，後段では f組織編成の評価Jと

「管IIJ1運営の評価Jiζ論を移している。しかも前者では「現実的な観点Jでの論及すなわち「現

(44) 
実lιζおいて努力すべき余地のある事柄lιζついてのみj が述べられ，後者では f汁1校交長のi職限貢J

という{観fJけ凡L点i

こうした林i部1郭5~論命稿の在り万 l花ζ は幾つかの|問~!百苛二;司j日]題が所在している O 第一j点主は，何故乙の時期比「教

育評価J?cl期する特集が『文部fJ寺報Jで組まれたのか。第二点は林部氏は何故学校評価を「組織

編成，符flJ1連常の言Hil!iJK限定したのか。第三点はそのように限定した評価を何故さらに現実的

・直接的問題iζ限定したのか，という問題である。乙れらの問題を追求していく中で先Kあげた

1-ーまとまりの仕事jを為す主体が明らかになる。

ここに表われた三つの問題は教育政策の動きと連応している。 it也教行法jの成立により，r学

校管叩規WJJがi!iIJ定されるようになり「勤評jが実施される乙と lζなった。一方，教育画一イヒを

結果するつJ.狩指導要領の法的拘束力の強化と「学力テスト_jへの傾斜が現われ始めていた。こう

した動きは基準設定と基準lζ照らした評定の実施として理WTできる。したがって ζの時期， I教

育評価Jが文部省fJllJから言われるよう忙なったのは様々に「基準設定Jを整えながら，それに基

づいた評定を具体的花実路する方法を宣伝して更に椙対的iζ 「基準化」を高めようとしていたか

らであると問解される。そこで惣定される評定は教斉事象全てに亘るものであるから，同じく広

い領域を対象とする学校評価では他の評定との位置関係が調整できない似ため，敢て限定して把

えようとする態度がとられた。そして更に限定を加えたのは，行政を評価するという観点を生来

させないためである。すなわち所与の条件下でいかK効果的K学校が運営されているかを見易く
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するために組織と管理に限定し， しかも学校経営管j塑上の責任を校長ひとりに掌慢させようとし

たために校長の職責の観点に限定したのである。 ζ 乙にきて評価主体記述欠落の意図がi明確とな

る。すなわち行政機!長トー校長という図式において評価主体が予定されており，行政機関 校長に

とっての 1---まとまりの仕事!なのである。

乙のように行政評価的側面が強調されてくるのは，文部省試案からの必然的結果であると言え

よう。文部省試案lζおいておn部lζ亘って設定された「目標jは学校の内部某準であるよりも全国

的基準であり，評価傾城も学校内部では解決しきれない領域まで含んだものであった。しかしそ

うした問題にもかかわらず前期で学校評価が普及したのは，教育行政と学校経常が調和的図式で

すなわち i民主化jの枠内で担えられていたからである。と乙ろが乙のWJILきてそうしたnll;合、的

図式の均衡が教育政策の変質ーによって破られて，行政管理が前回 R.:~U てきたために，学校評fíllî の

動きは--11ネ停滞することになったのであった。

しかしそれも，時代の変化と新たな要求の生来，そして教育学理論の発展によって再度活発化

する乙とになるのである。

3. 学校評価再検討期 (19605)

乙のlI~fWJの教育政策の ifìJJ きを，持 111栄一氏が i 福祉国家教育構想の全面展開J と把えている (46)

ように i教育投資論j と「人材開発論|が政・経一体となって論じられたl時期である。前期から

このWJの前半にかけて多様化してきていた学校経営論も，乙の}拐の後半lζは次第に学校経営の「合

珂!イヒj と i民主化jをし可かiと整合するかという問題で収束しつつあったo (47) 

乙のWJになって，学校評価論は俄lζ活発化してくる。 60年代前半には評価基準は目立つては作

成されていないが，後半になると拐木， IlJJf弘 i岐阜，千葉の各県，小平，鶴岡，札幌の各市など

で評価基準が作成されている。乙こに乙の期の学校評価の特質ーがある。導入郊では，評価基準の

作成が先行しf1J1論的追求は後追いの形であった。しかし，乙の時期の学校評価はまず理論的観点

から必要性が言われ，それを受けて評価基準が続々と作成されるよう忙なったのである。

学校評価論が活発化した背景にはどのような要因があったのであろうか。 63年のIl~f点 iζ 幸m三

郎氏は①戦後急速に発展した経営学の影響と②56年の i地教行法J11;IJ定以後Kおける乙の留の教

育行政の性格の変化に基づく教育政策の転換のご得点から説明している。 (48) 79::q::の時点では永岡

)1頃氏によって「教育行政lζ対する学校の自律性を問題とする学校経営研究の拾頭J(49) として説

明される。いずれ托しでも学校経営学研究の発展が学校評価に対して再検討会の必要性を生み出し

たと言うことができる。それでは実際，どのような観点から学校評価が必要とされたのであろう

か。各論者が展開している学校評価論を整理する中でそれをみる乙とにしよう。
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(1) 幸田三郎氏の月Fr論

61年の論稿国) では，学校評価とは「教育の目的iζ照して，学校がその本来の機能をどの程度

lζ果しているかを総合的lζ客観的に判定し，それに基づく学校活動の全般についての改善万策を

総合的有機的観点からたてようとする意図をもってなされる学校に対する評価J(51) として把

えられている。そしてこうした把え万は先に冒頭で引用した78年の時点での定義と照らしても明

らかなように，基本的lζ以後の氏の論稿で変わるところがない。評価主体としては，学校の設置

・管理者である教育行政当局と個々の学校の二者が考えられており，前者は地域住民iζ対しての

行政責任から管下にある個々の学校の機能の判定と改善に必要な諸条件の整備が求められること

に，後者は教育活動の円滑・効果的な展開，人的・物的諸条件の教育的な整備が求められること

に学校評価の必要性が認められるという意味内容で二者の相異が述べられている。 (52) そして，

r (評価を実際行うよりも)むしろ教育委員会は，学校が自主的iζ行う学校評価の結果を尊重し，

学校の改善iζ必要な諸条件を積極的整備することに努力すべきJ(.日) 乙とが述べられている。

62年の論稿(日) では，上記の論が敷布?されて「自主的学校評価」の必要性が，学校の組織体的

在り方と行政当局の学校lζ対する管理権拡大強化の動きの二点から述べられている。

そして63年の論稿必) では，先に紹介したように学校評価の必要性認識の高まりは「学校経営

理論の研究が，直接経営学の影響をうけて進められるようになるとともに，企業体経営の改善K

おいて，経営の現状についての分析と診断が必要とされるように，学校経営の改善においても，

まず経営の現状についての診断と評価がなされなければならないと考えられるようになったJ(.掛

からであり，また「地教行法J1M定後の文教政策によって教育行政当局，企業体経営者，父母の

立場から学校の在り方を I~品う契機が各々に認められるからである (57) と説明している。そして以

上の必要性認識に対i持する教職員においても「教職の専門職性確立Jの必要から自主的に学校評

価が言われるべきであると述べている。回)

ζ うした見方はo、後の氏の論稿においても変わらず，経営学理論iζ員!Jった論拠と f専門職論J

lζ員IJった論拠を支柱として「自主的学校評価Jが述べられていくことになる。 (59)

幸田氏の学校評価論は学校評価の意義・目的が整理され論点が明確であるため理解し易い。し

かし「自主性JfC論点を定めたために評価の具体的な問題(評価対象，手JI頃，尺度) fζ関しては

依然アメリカの評価基準の紹介で議論を避ける乙とになったと言えよう。

(2) 高野桂一氏の所論

高野桂一氏は幸田氏とは異なった視角から学校評価の必要性を論じている。

61年の『学校経営の科学』では直接学校評価には論及していない。しかし f学校経営と教育効

果Jと越して学校経営の教育的生産性lζ注目した教育的効率制定の必要が論じられている。すな
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わち「学校経営の jヨ的がその教育的生産効率を高めることJ(倒 にあり， r学校経営の要因(変

数)を教育改善の方向iζ操作していくとき，それがし 1かに教育的生産を高めたかが測定されなく

てはならないJ(61) ことから!各々異なった条件や{菌性をもっ学校経営の単位jζおいて，その教

育的生産性(効率)を測定することは，経営学上どうしても必要なのである J(62) と説l明されて

いる。

こうした把え方が翌年の論稿闘 でi立学校評価の必要性に結び、ついて， r学校評価は・・・・・教育

効率の評価と経営効率の評価との両者をめざす意味において必要性をもつものであるJ(64) とえ13

べられる。すなわち氏は「学校教育の評価Jと「学校経営の評価Jを区別するところから論を始

めているのである。そして「効率JIC学校言Hfliの在を定めて動態的な図式で学校評価過程を把

えている。氏Kよれば、「学校評価は，学校経営条件の評価→学校経営効率の評{illi→学校教育効率

の評価という評価構造J尚) で把えられるべきものなのである。

63年の『学校経営過程』での学校評価lζ関する記述は上の論稿をほぼトレースしたものである。

しかし学校評価から学校経営評価を分析的iζ取り出してそこに重点を置いて論じている口脇 そ

れ故， _lこの論稿では学校評価をもって経営比較に発展するものと論じていたのが，本書では学校

経営評価に言い換えられている。そして70年の『学校経営現代化の方法Jでは学校経営評価の視

角から学校評価が論じられる乙とになるのである。

このように高野氏の0T論は経営学理論icHlJったものであり，経営学的視角から学校評価の必要

性を論じている。したがって幸田武のようにアメリカの学校評価基準をもとにして評価ブj法を述

べるのではなく，直接に経営学的手法に基づいて評価方法を述べる乙とになっている。また r-自

主性jを述べるかわりに「意欲」を損なわない配慮事項が評価技術上の問題として述べられてい

るのである。 (67)

(3) 伊藤和衛氏の所論

伊藤本IJ衛氏の学校経営論は科学的管理法lζ即した所論，言い換えれば学校経営の合理化iζ視点

を置いた所論として矢口られている。乙うした論は，先花見た幸田，高野両氏の論とは立場を異に

している。したがって氏の学校評価観も異なった性格を有したものと言える。

伊藤氏は f学校経営の評価Jを「学校経営が合理的能率的iζ営まれていることを，たえずたし

かめる手段J附 つまり「経営が非合理・非能率であるならば乙れを改善し，合理的・能率的で

出自
ある場合lζはさらに高いと乙ろをめざして学校経営が発展していくための手段J として把え

ている。すなわち「学校経営の合理化Jのための「学校経営の評価」なのであり，学校経営管理

にとって必須の子段なのである。したがって「学校評価をやらないとほんとうの学校経営になら

ないJ(70) のであって，学校評{illiの必要性が議論されるのではなく，学校評価の位置づけが議論
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されねばならないという主張がなされる、J 、1下;

事笑をj形杉f態窓的4担仰側!ド問lリj訂而iからいつたものであ{りj‘ その下校経営の論理は，学校経営をほ擦を踏まえた集

団的人1i¥Jの仕事だとみることにおいて'般経営!本の論ffHと同じなのである。そして「集団的人間

の11:!J~ Jを機能lfriからインプットとアウトプットとの関係で把え，学校経営における教育的イン

プット J乙対するアウトプットの如何が校経常の意義を保証言るものとなると述べ，このアウト

171) 
プットを確かめる方法を総じて学校詳細として把えている。

また;t'Hrlli主体の記述では''D:Jf''I構造論的学校観を背景として腕IlJ3的な表現がされている;評価主

{本は校長と教鍛えである口教育委員会は学校詳細liをしてはいけないことはないが， もっと大がか

りな学校訓告?に力を入れるべきである。 (72) そしてこの学校調査とは， r学校組織を全体として

改 jきするための方法を樹立することをはがjとして行なわれJ(73)るものであり，また[学校評価を

いっそう't;観的科学的ならしめる基盤となるJ(74) ものとして把えられている。こうした論述で

は教委と学校の調和1.連繋(j{Jな関係が予定されており，また学校評価と学校調査の関係もi援i沫に

されたままで，学校評価の本質的な評価主体を規定する ζ とにはなっていないと言える。

このように伊JJ森氏の学校三1~{!lfiiül(ま，氏の|近代化論J が直接反映したものであり，盟会、的な教

747の論lIHをJnit是としてまさに学校経営の合f型化に焦点をあてたものであると言えよう。したがっ

て氏の I学校経営の近代化人1'1]Jl ( 1 963)あるいは I続学校経営の近代化入門Jl (1971)等での

綿密な業務分析も，氏にとってみれば学校評価の評価項目設定の意味があったと思われる。

(4) 林部一二氏の}Vr~命

mnOJ において文部省の立場からする学校評価論を展開した林部一二氏が，このJVjになって何を

命じているかをみることは宇:校評価論の!l~f代的性絡をみる上で必要であろう。

68{jての i治杭175) でiiliべられた学校評価のJiご義は先のの定義を踏襲したものであり，それK

十jけ加えて [γ:校評価は，学校全体という見地から，児童@生徒の成長発達を見るものでなけれ

(76) 1 -1-_1，_人，

ばならない i し，ま人校言IZ{1I1iの立場は，児童@生徒の成長発達も，乙れを全体として把握

しようとするところにあるJ(77) という図式を述べ，それ故[学校評価は，学校経営のあらゆる

似域にわたり，全体的になさなければならないJ(78) と述べられている。乙の評価対象と評価上

の立J誌の全体性からつ~:校経常の fj\Hillî と学校評価をi司義 l乙把えている。

さて氏の所論で千七 11 すべき ~j f. W'Îは，児 lÎí 0 生徒の成長発達を見る手段として学校経営の評価が

考えられている点で、ある。教育Ll襟，学校経営，児童・生徒の成長発達を直線的lζ把える図式は

学校経営を見る見方のひとつであり，組織体的学校観と類似するものである。しかし，氏の言う

学校経営の評価は組織体の機能的見地に立ったものでなく，前提(教育目標)と結果(児童・生

徒の成長発達)から媒介項(学校経営)を鋲推しようとするものであり，学校経営の改善に必要
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な機能上の問題で、はなく教育i三i標が立脚している人的・物的条例二の静態rr'J{l!I]rJ:iiで、の問題がi切らか

にされるものである。このような学校評価は，個別学校が必要とするものであるよりも-J弘教

育行政当局にとって諸条件の整備のために必要とされるものであろう。

このWJは学校経営論が故盛期jと言われたのと相まって，学校言F{illit乙関しでも多数l論じられてい

る。本稿では以上山氏のJ九治をもってこのj拐を代表することにしたが，系請をたとるものとして

の不充分さはまぬがれない。しかし，学校評価に対する見地のill)JI(IJはi生11去のOr論で1也慢で、きると

!忍われる。それは i}~llえがこの)0]の代表的な学校経常，;命の立J:&j~[J:ょった論者であるからである口

jJ_9氏の学校評1dli論の特質を要約すれば，次のように;さえる。ギ111，，¥NiUly，伊藤各氏の/vi-，t命は学

校経営近代化論lζ位置しながらも，幸IEI氏は専門職論をもとにして教師の@主幹Uc.;ru:きを嵩き，

高野氏は人間関係論をもとにして教師のモラーノレの向上lζ~lIrきを置き，伊藤氏は経営学の jlkl 践的

なアナロジーから学校経営の合出化に重きを温いて評価論を展開した。また林;115氏のJVT論は行政

評価との接合が予定された学校管j望論的評価論である。

こうした許制論が次期においては融合して展開されていき，また新たな視角からのi評価論がそ

れに加わって展開されるのである。

4. 学校経営評価期(1 9 7 0-

前期60年代の後半から提唱されてきていた学校経営の現代化論によって，多様化していた学校

経営論は次第lζ統合のJ11iを示し始めてきている。乙のj拐の学校経営論はすでに前期においてその

特長を現してはし 1るが，この期の初めになってそれが一層鉛著となったと言える。その特長は概

そここ点において把えられる。 (79) つまり①教職の専門職論との関わりで論じられていること，@

学校経営を教育経営という概念枠で把えようとすることである。そして前者の特長は主に単一学

校経営論者lζ，後者の特長は主iζ教育経営論者iζ認められる。

このような特長を踏まえながら，各学校経営論の立場で論じられた学校評価についてみていく

ことにしよう。

(1) 単一学校経営論者の学校評価

この立場からの学校評価論は，自校評価としての学校経営評価に力点を置くことにその特質が

ある。

例えば牧昌見氏は「単位学校がその学校として設定した教育目標を，より効果的に達成するた

めには，これを呉体化し，自校の置かれた諸条件の中で，教育活動の効果的展開を可能にするよ

うな内部組織とその運営を確保し，そうして設定した教育白襟をどの程度達成し得たかを評価す
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るという一連の経営活動を必要とするJ(関)と述べ，乙うして位置づけられた評価を学校評価と区

別して学校経営評価と呼んでいる。そして経営評価に「教育目標・経営自標の設定と，その計画

化・構造化のための客観的資料 j(81) 提供の意味づけを与え， I教育自標の具現化と経営評価

(82) 
はいわば表裏ー体J であると論じている。

乙乙 lζ先lζ述べたこのWJの評価基準作成の動向との関連が見い出せる。言い換えれば¥今日，

乙の立場からの立論が学校lζ受け入れられて学校教育目標呉現化の過程の中で学校経営評価が見

直されていると言えよう。

liiJじく 'l';:校経営許制liiζ力点を置く論者は，前期で検許した高野桂一氏である。先に述べたよう

に『学校経常現代化の万法A (1970)では学校経営評価の視角から学校評価が論じられている。

そしてそこで強訴されている点は「学校経営の病理学的問題構造の分析視点jである。乙の視点

が強調されるのは校経営の評1if!iが経営の改善を白ざすという乙とは，いいかえれば単にそこ

iζ達成された経営効栄をみるという乙と以上IL，次の実践への視点として強く問題点の発見とい

う契機が働いていなければならない。そして， Iヨ襟にもり乙まれた要求水準が達せられないとき，

ある基準以 Iごの経常的問題状況は正常性をこえて病理性に転化するにちがいないのであり，それ

は単なる問題発見から病JIHへの発見までっき逃まなければならない」必)からである。

吉本二郎氏は， 79年の時点で乙れまでの学校詳細論を省みて従来の学校評価論では学校経営に

おける評価の位置づけがi援i床であった，すなわち「評価が学校経営過程の全域にわたる評価であ

るのか，または計画，実施lζ続くサイクノレの一分野としての評価を I~:J~うのであるかが非常に混乱

したままで論述されることが多いJ制 と指摘している。そして学校自体では改善されない人的

・物的嬰件(形式的要件)とその下で展開される学校経営機能を区別して，前者の評価責任を行

政{IVliζ担え，後者の評価乙そを学校が為すべきであると論じている。 尚) 乙の学校が為すべき評

価が氏の論iLHIlして言えば，学校経営評価なのである。なぜ学校経営評価が必要とされるのかに

ついて氏は次のように述べている; ，-学校教育の評価はまさに教職活動自体花関する自己評価と

して，きわめて重要な日常的評価であるべきであるが，教育活動の効率的展開の条件を整備し，
(出)

展1J1:Jiζ主らしめる経営機能の適否乙そ，単なる主観的判断lζ委ねられではならないといえよう」。

このように氏の評価論の特質は経営機能という動態的側面iζ注自したところ iとある。付言すれば，

学校評価を学校経営のサイクノレとして位置づけ， したがって評価から学校経営計画に循環すると

把えて，そのような学校評価には経営過程における動態的側面自体を直接に対象とする学校経営

評価が特別に含まれねばならないと論じる(87) 乙とによって，従来暖妹であった学校評価と学校

経営評価の関係(槌) を指摘し， しかも後者をより強調することによって機能体系としての学校経

営の在り方iζ着目する必要が論じられることになっていると言えよう。

乙のように単一学校経営論者の学校評価論は，学校の相対的自律性を前提として学校独自でい
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かに効果的iζ教育活動を展開しているかをみる装置として学校経営評価を位置づけており，そし

て個々の教育活動の前提となる経営活動に評価の焦点をあてそれがひとつの全体としての学校内

部でし可かに機能しているかをみようとして経営過程での評価の必要性を論じているのである。

(2) 教育経営論者の学校評価

この立場からの学校評価論は，言うまでもなく教脊経営という観点から多重多屈に学校を評価

してい乙うとする点にその特質がある。

(~9) 
永!司JI頃氏は「こんにち学校評価は，学校内lζI'WJ&した自定的な活動となっている傾向がある|

と指摘して「個々の学校での評価活動が重要である乙とはいうまでもないのだが，学校と教育行

政機関あるいは大学， {iJF究機関等との協働によって行われる学校詳細の展開も，これからの学校

経営にとって必要な乙とであろう J(舗 と述べている。なぜなら，本来学校評価は「実証的科学

的な教育研究の発展の過程で，学校の教育活動や経営の状況を信頼できる手法で各領域にわたっ

て調査し，学校自身はいうまでもなく，集め得た資料をもとに教育行政機関が学校教奇計画を新

しく樹てなおし，具体的な施策を展開していく乙とに活用されるものとして出発しているj細か

らである。このようにして述べられた学校評価観は，学校教育計画策定主体をどう想定するかと

いう問題を背景K有している。単一学校経営論でいう学校教育計画は，所与の条1l:1ニ下で、学校が独自

に策定した教育計画である。しかしここでいう学校教育'計画は，教育行政機関が管下の学校の実

情lζ基つ‘いて策定した学校教育のための全体計画であると言えよう。したがって乙のような計画

が具体化していく過程に学校は位置づく乙とになる。計画のこうした在り方に対応して，評価も

また学校内部に止まらず全体計画の地点、まで段階的lζ逆向きで考えられているのである。それ故，

学校教育の徹底的改善を意図した評価鋭であると言える。また，大学等との協働が説かれている

のは，地域教育計画との関係で学校教育計画が位霞づくと把えられている(92) 乙とから，学校教

育の改善が地域教育の改善と密接した関係で考えられているからである。

システム論的観点からも学校評価花関して述べられている。システム論の特質は，学校システ

ムの最適モデノレを構成しようとする点にあり，そこで言う学校評価は学校の最適性測定iζ力点、が

置かれる。こうした観点に立つ論者として新井郁夫氏があげられる。

新井氏は学校評価を第一lζ教育目標の評価，第二iζ 呂標達成のための教育活動を支えるカリキュ

ラムと学校経営の評価として把えている。 (93) そして教育目標を目的 手段系列における手段に

位置づけ，最適手段としての教育目標設定のための基本的要因を，環境要因と学校の内部要因の

二つに整理して，そうした要因相互の中で目標が選択され，その上で包標lζ基づいた教育実践活

動が展開されるべきであることを論じている。したがって目的一目標一成果という図式で教育実

践活動は評価されるべきであり，必要に応じて目標自体が修正されねばならないとしている。こ
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のような点り方を「機能的評価による 1]標管理j と呼んでいる。またカリキュラムと学校経営lζ

関してはある一定のカリキコラムに法適な学校経営の在り方が見い出せるとし，カリキュラムと

学校経営の対応関係をl切らかにするところに評価の視点が置かれている。このような学校システ

ムの最適化をめざす考え)Jは，学校教育を構成する要素のtlllU:lつまりは標と目標達成に影響する

すべての要素の定!it化と主主主間関係の解明の問題に行きつく乙とになる。江渡康二氏は学校経営

への ED P S CElectronic Data Processing System)導入の必要性をこの要素の定量化に

必めている口 (91) 江彼氏は EDPSにおけるシミコレーション過程と定量化過程を通じて， @ 襟

に最も影押する要素，評価基準，指襟がi切らかにされると述べている。 ζ のようにシステム論的

発想(出)は宅従米， [相矧視されてきた評価基準の作成にとって有効な技法を提示することになって

いる。ただ学校システムという把え方が， トータルシステムとしてなのかザブシステムとしてな

のか明らかでなく，学校経営の位置づけが唆昧であり，それ故，評価の範囲が不明確であると言

える口

ζ のJOJの学校評価論は，一方で単位学校における学校経営評価lζ力点を置いたもの，他方では

教育統'況における学校経常として重畳(:j<Jな評価構造を構想しようとするものに分岐してきている

点ι特質がある口両者の相手立は発想の出発点の相巽lとある。すなわち|学校の改善JK.対して「ま

ず学校内部で司能なものからJという立場と「徹底した全体的な改善をめさすJという立場の相

見なのである。しかし，こうした立場上の相巽は「学校の改善」という点で相対立するものでは

ない。したがって最大の論点となるのは評価の技術上の問題なのである。そしてどちらの論者も

経常過程の機能的側面に注ばして評価方法を考案しようとしている点で共通している。すなわち

この10Jの学校評価論は，野j態(:1<]な観点lζ立つものであることに共通した特質を有していると言え

るのである。

n 学校評価論の変容過程

以上lζおいて，戦後の乙の匡!の学校評価論を四期lζ分けた上で各JVJの所論の特質をみてきたわ

けである。そして改めて名期の特質を通観するならば，そこに一貫した観点とともに異なった理

論的観点を見い111す乙とができる。言い換えるならば，乙のような観点がその期の学校評価論の

特質を形づくり，背景にあるPH論あるいは評価論自体の発展lとよって!日来の観点に変容を促し，

更には全く新たな観点がつけ)J!lわって次期の学校評価論の特質を形づくることになっている。し

たがって今日の学校評価論は導入Jtjにおける観点を一部残しながらも新たな観点も含み込んでい

るのである。そしてまた次のj切に向けて変容していく要素をも内有していると言える。そこで今

日の学校評価論の諸特質を更に分析的l乙明らかlとするために，乙乙では先lζ明らかにした各期の
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特11を比較対照する乙とによって導き出される変容過程をみることにしよう。

乙のi主!の学校評価論は，大きく二つの契機によって形成されてきた。一つは敗戦によるアメリ

力機能主義的教育論の導入で、あり他の一つは経済発展によるアメリカ経営学的教育論の導入であ

る。言うまでもなく前者によって導入郊の評価論が生まれ，後者によって再検討期比学校評価が

再度綿密lζ論じられたわけである。したがって学校評似自体，直接的には導入Wiでは機能主義的

観点lζ彩られ，再検討10Jでは経営学的観点lζ彩られている o ，ilii1OJの狭にある衰退WJでは導入1mの

評{íHi論の観点のうちで行政評価的観)~;~iζ偏って論じられ，学校経営評価10Jでは再検討期の評価必

要性論議が一定の万I~'l (C Jl文京して評価技術上のn:¥'J!lilliC論点を移すととも lζ，新たにまたアメリカ

教育経営学的観点からの許制li論が笠場してきたのである。 ζ のj亙!の学校評イilli論の全般的動向は以

上のように杷握できる。それでは具体的にどのような観点が継承され，どのような観点が生成・

付加されたのであろうか。

導入J~Jの学校評{íllî ，~命の主流は，伺人一社会 1M']関係の，また教育行政 学校経営 地域社会間関

係の直線的@調和的図式出解の上で、成り立っていた。すなわち生徒そして父母-，地域住民の教育

要求に見合ったものとなるように学校を改善するためには，学校の評価は学校・教委双方にとっ

て相互に必要なものであるという観点を基本に遣いていたのである。このようなお~}誌に批判を提

示したのは続氏であり，教委と学校の立場を区別する必要があるというと乙ろまで論を進めてい

るが，両者がどう区別されるのか，調和的図式のど乙 iζ問題があるのかは指摘していない。これ

は氏が文部省試案で述べられた評価目的・意義を前提的に認めてしまっているからである。すな

わち「学校の改善Jは「学校自体が改善する乙と jなのか「全体的協力的児学校を改善する乙とJ

なのかを分析的に明らかにせず， r自校評価を本体とするJという乙とからストレートに前者の

ものとして続氏は把えているからである。しかし，乙の調和的図式に対する問題解決は以後も取

り筏され，吉本二郎氏が指摘しているように，今日においてさえも充分理論的な整理がなされて

いないのである。

衰i長期lζ移行した時には，乙の調和的図式が歪められて行政評価的観点が強調されるようにな

った。つまり，教育評価が京fll分されて学校評価は学校の組織・管理上の問題を探るという位置づ

けがなされ，経営という観点からの教師間の協業的問題さえも校長の職務として集約されてしま

ったのである。したがって再検討期においては逆K経営という観点に論議が集ヰ1する乙とになっ

たと言える。

再検討期の学校評価論を支えた理論的バ y クボーンは，組織体的学校観と専門i般的教育観であ

った。学校もひとつの組織体と観ることによってそこに円環的な発展図式を想定し，評価を更に

上位の発展段階iζ導く機能として把え，一方，学校組織体としての独自性を支える教師の職務iζ

専門性を見い出して，自律的教師を育む原理としての自己規制の必要性から，教師自身による評
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{i高が論じられたのである。しかし教育行政と学校@教師の相対的自立性を強調する余り，現実と

しての教育行政と学校との関係性を問う視点，学校内部における教育活動と経営活動との関連性

と識別をn司う視点が看過ごされ，依然思念型としての調和的図式を批判するものとはならず，実

ー(鵠)!深作成されたi浮{!lli基準はいまだ文部省試案の枠から脱していなかったの Cある。 高野氏は教

育活動と経常活動の相JIti ζ 者 I~l するに至っていた IJ~ITliî者の相異を具体的には述べず，また，経営

条件のte2え万においてもそれが全く個別学校独自なものと言い得るのか否かが明確ではない。か

えって経常比較を論じている点に各学校に前提的な条件を想定しているように忠、われる。このよ

うに再検討!引における I~T論 Kおいても調和的図式の問題が取り残されていたと言える。

学校経常詳{llli1lJJとなって漸く[学校の改善」の問題についての立場上の相呉が所論のなかで明

{誌にされてくるのである円前期の学校組織体的評価論が学校経営評価論として収束してくるとと

もに，新たに教育経営という観点から学校を合む全体的教育組織の在り方を問題とする}折論が単

に導入lOJでの調和的図式lζ員IJるのではなく全体的改革を意図して論じられてくるのである。NiT者

では学校評価と学校経営評価の相災と構造が問題として自覚され，後者では教育組織における学

校の位置づけが問題とされることになった。

このようにみてくるならば，今日，学校評価iζ とって問題となるのは学校評価が対象とする範

l射とその範凶における改善@改革の子段の構造化で、あると言えよう。学校評価の 1::]的・意義づけ

が学校教育のJUl念的理Wj~から出発したことに対して，現実に即して限定的 lζ 目的・意義を規定し

ようとして，哀j呂 J~j以後学校評価論が展開されてきたわけである。そして限定された白的に応じ

て，学校評価はそれぞれ部分的な改善を導く子だ、てとなり得たのである。しかし学校の部分的改

←みとなり討てもそれが徹底した学校教育の改善@改革には至らないことは今日の教育体制のなか

で学校の泣かれている状似から明らかである。ここに，今日，学校評価が学校lζ定着したと

い切れない状態iζ刈する必l主lがある。結局のところ教育を，あるいは学校@教師を.そして子ど

もをより良き hl;IJiζ導く子だてとしての絞拠が弱く，必要;I~ニ認識を高めるものとはなっていない

からである。乙の!日j泌を解決するためには個々の改善を全体的な改善@改革iζ至るまで統合する

構造化された守:校評価の在り万を明らかにすることが必要となる。

学校長州liの構造をのjらかにするためには，今日の学校を創りあげ‘ている要件，学校で展開され

ている教育活動@経常活動の相互凶連とその機能そして学校教育システムが結果として生み出し

ている教育効栄の社会に刈する機能がi切らかにされねばならない。学校は社会の動態的位置関係

のLj]で構成され機能しているのであるから，学校の動態的な在り方をみるトータノレな視点が必要

とされるのである。そして学校をとりまき，学校を構成している環境の中にはまさに生きた存在

としての人間が様々なレベルで'1-J二為をしているのである。この諸行為が更に学校の動態性を増幅

していると言える。したがって一層厳密で全体的な視点が要求される。そのため学校評価は，閉
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じた場としての学校を想定するのではなく，また教i臓の相対的自律牲に依拠するのでもなく，学

校教育システムに内在する問題を各行為レベソレから重環的lζ間し 1かえしていく装置として構怨さ

れる必要があると言えよう。ここに，今後の学校評価論に要求されるrm論的問題の第一点がある

のである。すなわち，今後の学校評価論lζ謀せられた主題は，現在の学校教育システムを子とも

の主体的学習に見あったものに変革するための問題構造を版在化しえるように評価システムを終

えることであろう。

任

(1) 幸m三郎 f学校評価J ij'教育学大事典』 第 l巻 P. 431 1978第一法規

(2) この I~ilの戦前において「学校評1îllîJ の j京形を求めるならば‘「学校調査J あるいは視学官がm

いたチェックリストが相当するが，個々の学校を対象とする学校評価の直接的な流れには位醤

づけ矧く，戦後lζアメリカから学校評価は導入されたとみるべきであろう。

(3) 最近で吉えば，大津市教育研究所「学校経営評価 (1978)，千葉県教育センター「学校

経営評価点J(1979)がそれであり，研究を進めているのは福島県教育センター「学校経営評

価花関する研究J(1979)がある。

(4) {JIJえば「特集 新年度計画lζ役立つ学校評価の方法J (学校運営研究 No. 2 1 0 1 979. 2 I現

治図書)における渡辺孝三，桑原敏明，梅沢馨，水間I1国各氏の論稿がそれである。

(5) 60子1~{Uc は学校評価が導入されてから当時に至る事情を説明した論稿が散見できる (例え

ば幸 EEI 三郎 I学校評11 1lîJ 帝I~l地方行政学会 1964 pp.23-35)し，今日においても概説的に

論じたものは見い出せる(例えば永岡)1出「学校評価の原理と学校経営J学校通営研究 NO.209 

1971 . 1 ) 

(6) 高野桂一「学校評価の戦後史と学校経営評価j教職研修 1975 . 9 

(7) 秋LLII場太郎 「学校評価基準の変遷(一)J 11司(二)J学校経営 1970 . 6 -7 

(8) 秋山氏のいう第二期と高野氏のいう第三期とは年代的には一致するのであるが，高野氏は論

述の仁IJでこの期を「充実期!と呼ぶには経営民主化の問題が残ると指摘している。

(9) 例えば徳島教育センタ-，-学校経営の改善と教育 1:3標J(1970)， I岐阜県教育センター「学

校経営上の諸問題とその改善lζ関する研究(日)J (1974)などで教育白標が呉現化する末端

iζ評価を置いた図式が考えられている。

(10) 注(3)参照

(11) 乙の期を「充実期Jと呼び得るものかは評価基準の分析を待たねばならない。教育目標呉現

化と学校経営評価の関連は後述。
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1. 学校評価導入期

(2) 高野桂-f学校経営の科学① 基礎理論J1980 明治図書 P. 170 

(3) 高木太郎「学校評価はなぜ必要かJ学校運営研究 No. 9 1 962. 12 P. 5 

(14) 大!照 完「学校評価についてJ文部Il寺報 885 1951. 5 P.16 参照。乙れによると三重，

福島， LLIJf~，栃木，青森の各県，神戸市などが学校評価を実施したと述べられている。

(5) 協議会は，当時東京都立九段高等学校長で‘あった星一雄氏を委員長iC，文部省関係12名，指

導主事 3名，大学教官 5名，高等学校長 3名，中学校長 8名，教諭10名(高校 7，中学校 2，

小学校 1)で構成されていた。 ζの中には当時文部事務官であった大照完氏も含まれており，

企画総括という立場にあった。

(1日 第四回 IFEL農業班 f教育の協同評価J1950 文部書院 P. 21 参照

仰向上書 P.24 参照

(1訪 問!こ書 P. 25 L L 2 -3 

(19) 向上書 P. 25 L 4 

(抑向上書 PP.25-31 参照

(21) なお「協同評価」を展開する際の留意点としては①客観的な評価手続，②望ましい評価指導

者の養成 ③評価の予備試行 ④評価実施校の自発的参加 の四点をあげている(同上書一

pp 22-23)。

(担) 向上書 P. 22 LL4一一 7 参照

(お，) I司上書 P. 37 LL5-6 

(24) 向上書 P. 39 L L 9 -10 

(お) 永岡J1I員!アメリカの学校評価J学校運営研究 No. 9 1 962. 12 あるいは幸田三郎 f:料交評

制liJl 1964 帝国地方行政学会 PP. 5 -22 参照

lお) 辻13:1氏は次のように述べている; I本書は，学校という現場の実情に却して，これら(戦後

導入された迎論，運営 木間)を整理し，中学校・高等学校がその機能を満足に果すためには，

各学校はどのような基準に合うべきものであるかを明らかにする呂的をもって作られた。-

(仁IJI略)…本書は，教育委員会が管下の学校の実態をいっそう充実改善しようとする場合iC，

これを援助するために作成された。 J

(訂) 文部省『中学校・高等学校 学校評価基準(試案)Jl 1951 実教出版 P. 3 

(認)， (却1)，(却) 同上書 P. 3 

(31) 同上書 P. 3 参照

(32) 向上書 P. 3 
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(J31 I!U上書 P. 3 

(341 言HIl日JJ域には教育課程，教科指導，生徒指導，教職員，施設，管J'-I1，生徒 ì~IDJ) ， 図書館活動，

成果の 9似域が考えられている。

(35) 1司j--書 P.5 

(お) )e.J!夜完 f-学校iPHilliについてJ1951. 5 前渇

(37) 続有恒[学校rF:;{dliの基本問題J教育技術 V 0 J • 7 No. 3 1 953 

(38) 大!同氏は次のように述べている; i学校評価は，学校の施設設備，教職員とそのま11織，教育

出と教育課程及びそれらの構成の過程，教育活動，成果など学校教育のあらゆるff[iにわたっ

て，それらがどの程度に望ましい状態にあるかを検討し， 1:¥]泌を発見し，対策を講ずるために

実施される。これを学校が実施するときには，自校を直接lζ改イ与するためのはたらきとなり，

教育委員会が管下の学校について実施するときは，教育行政及び指導援D))のための基礎資料を

得るための計画となる。 j

(39) 留意j主として①評価する要素数が多い乙と，②簡潔で不IJ J FJ ~ζ便利であること，③客観的証拠

lζ基づいて作成される乙と，④試行する ζ と，①数年置きに改訂，をあげている。

(40)続有恒前掲 P.12 

2. 学校評価衰退期

(41) 高野桂 f~J掲書 P. 171 

(42) 他lζ宮m丈夫「学校経営の評価と課題J (初等教育資料94 1958.2)，溺i木守一「社会の学

校評価J (教育社会学研究14 1959.11) があるが，内容的K乙乙で問題としている学校評{dli

とは異なる。

(43) 林部一二「学校評価の方法J文部Il寺報 953 1957. 1 P.48 

(44)林部一二前掲 P.50 

(45) 乙の特集の I~J の他の論稿，大照完 i 教科書および教材の評羽lîJ ，大 ìfl~猛 f地域社会への貢献

の評価jでも文部省試案lζ触れている。

3. 学校評価再検討期

揃)持田栄一『著作集 6 教育行政学序説j 1979 明治図書第E部第VI章

間)高野桂一前掲書 P.174 

儲) 幸田三郎「学校評価の基本問題J学校経営 V 0 1 8 No. 1 -2 1 963. 1 -2 参照
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(49) 永i時JII員前掲 P.122 

l却) 幸 i百三虫I~ 1-学校経営と学校評価Jr学校経営の基礎』現代校長学 i 細谷俊夫編 明治図書

196] PP. 224 - 246 

(51) 向上書 P. 226 

(52) 向上書: PP. 226 --230 

(53) 向上書 P. 227 

(臼) 幸E8三郎「白主(J守学校評価の必要性 i学校経営 vol. 7 No 9 1962. 9 

(出) 幸田三郎「学校評価の基本問題J 前掲

(話)幸田三郎前掲 1963. 1 P.15 

間幸EEl三郎 iji}掲 1963. 2 PP. 13-16 参照

(却幸間三郎前掲 1963.2 PP.16-18 参照

(~9) 最終的lζ1967年から 68~ì三にかけて連載された「学校評価入門J (学校運営研究 No.63-75) 

lζ集約されてし、く。

!6印 高野桂一『学校経営の科学J1961 誠信書房 P.153 LL2-3 

(61) 向上書 P.159 L L10-11 

(62) 向上書 P. ]59 LL15-16 

(63) 高野桂一「学校評伝liはなぜ必要かJ学校運営研究 No. 9 1 962. 12 

(64) 向上論稿 P. ]3 上段 LL6--8 

(邸) 向上論稿 P.13 下段 LL2 4 

(槌) 節として，新たに「経営評価技術上の二・三の問題J， i学校経営評価と学級経営評価 iが

)]1]えられている。

(67) 例えば i教r4ili参jJl]Jの問題や f学校経営体制及びその背景をなす社会体制の民主化」が言わ

れている。

(倒， (69) 伊藤有11.布「学校経営現代化の基礎理論Jr講座現代教育経営第 2巻 学校経営の現代化』

持IIJ栄一他編 1968 !~j治図書 P.35 なお，本書における学校評価 iζI~司する論述は，伊藤

和衛・佐々木波『学校の経営管埋J (1964 高綾社人間『新版学校の経営管理J (1970 

高綾社)において無記名で述べられたものと若干の語句の修正はあっても同一記述のものであ

る。したがって少なくとも64年の時点でイ芦藤氏はこうした見解を有していたと思われる。

(70) 伊藤本日衛「都教委の『学校評価基準と手引きJ~ζ対する意見J 学校運営研究 No.51 1966. 5 

P.62 上段 L 10 

(71) 注紛)以下ここまでの記述は上記伊藤論稿の要約である。

位) 伊藤和緯.ji学校経営現代化の基礎理論J 前掲 P.36 参照
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仰向上論稿 P.36 LL6 

(74) 同一l二論稿 P.36 LL4-~5 

(75) 林部一二[学校経営の評価と改善J学校経営 vol. 13 トJO.4 1968. 4 

(76) 向上論稿 P. 57 -I~段 LL4-6 

(77) 1~~lJ二論 t~~ P.57 iご段 L L 12 14 

(78) 向上論杭 P.58 上段 L L 1 -2 

4. 学校経営評価期

間) 大)!hh康弘 fii技後I:=!本における学校経営論の系譜J ~~学校経営研究』第 i 巻 大塚学校経営研

究会 1976 P. 125 参照

(80) 牧i弓見「子供の成長を促す学校経営の評価j児童心理 vol.29 NO.3 1975.3 P.71 

L L 12 16 

(81) 牧昌見[学校経営における PDSとその課題」学校運営研究 No. 1 4 1 1 973. 9 P. 1 1 6下

段 L16 

(82) licJj上論稿 P. 117 上段 LL21--22 

(泊) 高野桂-ij'学校経営現代化のプゴ法J 1970 I~~治図書 P. 238 L L 15 ---1 9 

制) 高本二郎[学校経営評価論J学校教育研究所年報23 1979 P.66 

(出) I~tj上論稿 PP.66.._.(i7 参照

1部) 向上論稿 P. 70 

(87) 向上論稿 P. 71 

(88) 学校評価と学校経営評価との相異を明確に論じたのは高野校一氏(r学校経営過程』前掲)

であった。氏は学校評filliを[学校教育の評価j と「学校経営の評価」の両者を含むものとして

規定しているが，どのように両者がかみあって学校評価を構成するのかは明確には論じていな

(89) 永岡)1頃前掲P.122 下段 L L12-13 

(叩) 同上論稿 P. 124 下段LLl1-15

(91) 向上論稿 P. 123 上段 LL2-7 

(92) 永岡I1頃「教育の計画化と学校教育J r現代の教育経営j 永岡他編 1979 学習研究社

PP.10-16 参照

側 新井郁夫「学校評価の視点Jr現代教育評価講座J1 梶田叡ー他編 1978 第一法規

P. 159 参照
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(羽) 江渡康二「システム・アナリシス技法の経営過程における適用Jr教育経営'と教育工学』西

本洋一編 大日本図書 1971 P. 197 参照

(制 このような発想と類似したものにアカウンタピ 1)ティーの思想から，学校を評価しようとす

る立場がある。橋本重治「教育計画及び到達!支の評価Jr新・教育評価法総説j] 1976金子書

房 PP. 277 -281 参照

制) 秋山氏が作成した各評価基準における評価項目の比較表によれば，文部省試案で出された評

価領域は70年当時でも依然頻度が高いものであった。(秋山陽太郎 前掲 1970. 6 参照)
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